
条例前文
　未来を担う子どもが心豊かに育つためにも、家庭や学校、地域が連携し一体となって、
子どもを虐待から守る環境づくりに努めなければならない。すべての子どもの健やかな発
育を保障することは、社会全体の責任である。
　しかしながら、貧困が広がり、地域のつながりが希薄になるもとで、子どもへの虐待は
後を絶たず、子どもの身体と心に大きな傷を残し、死に至らしめる事件も少なからず発生
している。
　子どもへの虐待は、理由の如何に関わらず許されないことであり、子どもに対する著し
い人権侵害であることを自覚しなければならない。
私たちは、未来を担う子どもを虐待から守り、心豊かに育つ環境づくりのために地域の力
を結集することをめざし、この条例を制定する。
第１章　総則
　（目的）
第１条　この条例は、子どもを虐待から守ることについて、基本理念を定め、府の責務を
明らかにするとともに、子どもを虐待から守ることに関する施策の基本となる事項を定め
ることにより、市町村や府民、保護者等とともに、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、
もって子どもの人権が尊重され、かつ、子どもが健やかに成長することができる社会の
実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）
第３条　虐待は、子どもに対する著しい人権の侵害であり、何人も、虐待を決して許して
はならない。
２　子どもを虐待から守るに当たっては、子どもの利益を最大限に配慮しなければならな
い。
３　府民全体として、子どもの尊厳を守り、子どもが健やかに成長することができる社会
の実現に向けて取り組まなければならない。

条例制定の経緯

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める
ところによる。
①、②　略
③　虐待　法第２条に規定する児童虐待及び経済的虐待（保護者がその管理に属しない
子どもの財産を不当に処分することをいう。以下同じ。）をいう。

（通告等に係る対応）
第13条　子ども家庭センター所長は、虐待（経済的虐待を除く。以下この項において同じ。）
を受けた子ども（虐待を受けたおそれのある子どもを含む。以下この章において同じ。）
を発見した者からの通告があった場合には、直ちに当該虐待に係る調査を行い、必要が
あると認めるときは、通告を受けてから少なくとも 48 時間以内に当該子どもを直接目
視することを基本として、面会、面談等の方法により、当該子どもの安全を確認しなけ
ればならない。家庭その他から虐待を受けた子どもに係る相談があった場合についても、
同様とする。

３　府は必要に応じ、近隣住民、学校の教職員、児童福祉施設の職員、住宅を管理する
者その他児童の安全確認のために必要な者に対し、協力を求めるものとする。

（年次報告）
第９条　知事は、毎年、虐待防止施策及び市町村の施策の実施状況について、報告書を
作成し、公表しなければならない。
２　知事は、前項の報告書を作成するに当たっては、市町村及び関係機関等に対して必要
な報告を求めるものとする。

条例の特徴

○虐待の再発防止に向けた保護者支援プログラムを実施し家族再統合を推進します
○市町村要保護児童対策地域協議会の効果的な運営を支援します

保護・支援の取組み

・一時保護機能の強化【令和元年度　決算額80,801千円】
　　一時保護所において、一時保護児童に適切な支援、教育を実施するための学習支援協力員を配置
しています。また、平成25年8月に2カ所目の一時保護所を開設しました。

　　平成27年度からは、委託一時保護先の施設に学習支援員を派遣する学習支援事業を実施しています。
・児童虐待等危機介入援助チームの活用【平成12年度～】【令和元年度　決算額15,134千円】
　　深刻な虐待等、子どもの権利侵害の訴えに適切に対応するため、法律や小児・精神医療等の専門
家からなる児童虐待危機介入援助チームを設置し、子ども家庭センターと連携して子どもへの援助を
行っています。（令和元年度実績：委員116名のべ1,509回）

・未成年後見人支援事業【平成24年度～】【令和元年度　決算額4,519千円】
　　児童相談所長が家庭裁判所に申し立てして選任された未成年後見人に対し、家庭裁判所が決定し
た報酬の一部を補助するとともに、未成年後見人及び被後見人の損害賠償保険に加入しています。
（令和元年度実績：２６件）
・市町村要保護児童対策地域協議会への支援【令和元年度　決算額41,204千円】
　　児童福祉法に基づく要保護児童対策地域協議会（平成22年4月に府内全41市町村に設置）におけ

る要保護児童対策調整機関の職員や関係機関等への専門性強化、また、関係機関等の連携強化に
取り組んでいます。

　　また、市町村要保護児童対策地域協議会の中で医療・保健・福祉機関が妊娠期から切れ目のない
支援を進めて行くための指針として、平成28年1月に、「妊娠期からの子育て支援のためのガイドライ
ン」を策定しました。

・家族再統合支援事業【平成19年度～】【令和元年度　決算額5,250千円】
　　子ども家庭センターとＮＰＯ法人等の専門機関が協働して、「子どもを虐待してしまった、あるいは
虐待するおそれのある保護者」及び「虐待を受けた子ども」への支援プログラムの導入を通じて効果
的な支援手法を確立することにより、再発防止や家族再統合に向けた支援を行っています。

・被虐待児こころのケア機能強化事業【平成25年度～】【令和元年度　決算額4,094千円】
　　被虐待児に対し、子ども家庭センターの専任の医師と心理司が、子どもの心の回復の支援を実施し
ています。

・被措置児童等の人権擁護のための取組み【平成7年度～】【令和元年度　決算額772千円】
　　大阪府社会福祉協議会（児童施設部会）と子ども家庭センターとの共催で、施設ならびに子ども家
庭センターの職員向けに被措置児童等の人権擁護に関する研修を実施しています。（令和元年度実績：
研修参加人数　延べ179人）

・障がい児者虐待防止支援事業（研修）【平成23年度～】【令和元年度　決算額2,836千円】
　　府内の障がい福祉サービス事業所・障がい児通所支援事業所に対して、施設管理者・従事者を対
象とした実践的研修を実施しています。（令和元年度実績：全研修参加人数1,243人）

　　また、市町村職員向けに障がい者虐待対応に関する研修を実施しています。（令和元年度実績：研
修参加人数203人）
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